
＜当局提出議案＞

承認案件３件、人事案件６件、条例案件３件、一般案件２件、市長報告事件９件、監査委員報告案件２件で、

合計25件。

６月28日に市長報告事件２件、監査委員報告案件２件あり。結果、合計29件。

議案番号 議案名 議案の内容 審議結果

認第７号

専決処分事件の報告及び承認につい
て（平成28年度焼津市港湾事業特別
会計補正予算（第５号））
【大井川港管理事務所】

補正予算の専決処分について、地方自治法
第179条第３項の規定により議会に報告
し、承認を求める。

全会一致
承認

認第８号

専決処分事件の報告及び承認につい
て（焼津市税条例の一部を改正する
条例の制定について）
【課税課】

地方税法の改正に伴い、環境性能に優れた
軽自動車に課する軽自動車税の軽減制度の
見直し等に伴う所要の改正の必要が生じ、
これを専決処分としたため、地方自治法第
179条第３項の規定により議会に報告し、
承認を求める。

全会一致
承認

認第９号

専決処分事件の報告及び承認につい
て（焼津市国民健康保険税条例の一
部を改正する条例の制定について）
【保険年金課】

地方税法施行令の改正に伴い、低所得者の
国民健康保険税を軽減するため、被保険者
均等割額及び世帯別平等割額の５割軽減及
び２割軽減に係る軽減判定所得の基準の引
上げが行われたことに伴う所要の改正の必
要が生じ、これを専決処分としたため、地
方自治法第179条第３項の規定により議会
に報告し、承認を求める。

全会一致
承認

認第10号
人権擁護委員候補者の推薦について
【くらし安全課】

人権擁護委員法第６条第３項の規定により
議会の意見を求める。
被推薦者　橋ヶ谷多江子氏（再任）

全会一致
同意

認第11号
人権擁護委員候補者の推薦について
【くらし安全課】

人権擁護委員法第６条第３項の規定により
議会の意見を求める。
被推薦者　竹田教道氏（再任）

全会一致
同意

認第12号
人権擁護委員候補者の推薦について
【くらし安全課】

人権擁護委員法第６条第３項の規定により
議会の意見を求める。
被推薦者　松下正之氏（再任）

全会一致
同意

認第13号
人権擁護委員候補者の推薦について
【くらし安全課】

人権擁護委員法第６条第３項の規定により
議会の意見を求める。
被推薦者　藁科俊作氏（再任）

全会一致
同意

認第14号
人権擁護委員候補者の推薦について
【くらし安全課】

人権擁護委員法第６条第３項の規定により
議会の意見を求める。
被推薦者　増田修三氏（新任）

全会一致
同意

認第15号
焼津市固定資産評価員の選任につい
て【人事課】

地方税法第404条第２項の規定により議会
の同意を求める。
被選任者　焼津市財政部長　松永雅樹氏
　　　　　　　　　　　　　（新任）

全会一致
同意
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議第39号

焼津市農業委員会の委員及び農地利
用最適化推進委員の定数に関する条
例の制定について
【農業委員会事務局】

農業委員会等に関する法律の改正に伴い、
同法第８条第２項及び第18条第２項の規定
に基づき、焼津市農業委員会の委員及び農
地利用最適化推進委員の定数を定めるも
の。
施行期日等：公布の日から施行し、農業協
同組合法等の一部を改正する等の法律附則
第29条第２項の規定により、なお従前の例
により在任するものとされる農業委員の任
期満了の日の翌日から適用

全会一致
原案可決

議第40号
焼津市道路占用料徴収条例の一部を
改正する条例の制定について
【土木管理課】

ガス事業法の改正に伴い、条例中に引用し
ている同法の条項を整理するもの。
施行期日：公布の日

全会一致
原案可決

議第41号
焼津市消防団員等公務災害補償条例
の一部を改正する条例の制定につい
て【危機対策課】

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を
定める政令の改正に伴い、非常勤消防団員
等の公務災害に係る損害補償額の算定の基
礎となる補償基礎額の扶養親族加算額の改
定及び加算対象区分の変更をするもの。
施行期日等：公布の日から施行し、平成29
年４月１日から適用

全会一致
原案可決

議第42号
焼津市道路線の認定について
【土木管理課】

道路法第８条第１項の規定により、６路線
を認定するもの。
開発行為による帰属に伴う認定　５路線
国道整備による側道移管に伴う認定　１路
線

全会一致
可決

議第43号
和田地域交流拠点施設整備工事（建
築工事）請負契約の締結について
【社会教育課】

地方自治法第96条第１項第５号及び焼津市
議会の議決に付すべき契約及び財産の取得
又は処分に関する条例第２条の規定によ
り、請負契約の締結について、議会の議決
を求める。
契約方法：制限付き一般競争入札による契
約
契約金額：485,676,000円
契約の相手方：大河原建設株式会社

全会一致
可決

報第３号
平成28年度一般会計予算の繰越明許
費に係る繰越計算書の報告について
【関係課】

平成29年度に繰り越した歳出予算の経費の
地方自治法施行令第146条第２項の規定に
よる報告。

了承

報第４号
平成28年度公共下水道事業特別会計
予算の繰越明許費に係る繰越計算書
の報告について【下水道課】

平成29年度に繰り越した歳出予算の経費の
地方自治法施行令第146条第２項の規定に
よる報告。

了承

報第５号
平成28年度港湾事業特別会計予算の
繰越明許費に係る繰越計算書の報告
について【大井川港管理事務所】

平成29年度に繰り越した歳出予算の経費の
地方自治法施行令第146条第２項の規定に
よる報告。

了承

報第６号
平成28年度土地取得事業特別会計予
算の事故繰越に係る繰越計算書の報
告について【資産経営課】

避けがたい事故のため平成29年度に繰り越
した歳出予算の経費の地方自治法施行令第
146条第２項の規定による報告。

了承
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報第７号
焼津市土地開発公社の平成29年度事
業計画について【資産経営課】

地方自治法第243条の３第２項の規定によ
る報告。

了承

報第８号
公益財団法人焼津市振興公社の平成
29年度事業計画について【財政課】

地方自治法第243条の３第２項の規定によ
る報告。

了承

報第９号

一般財団法人焼津市勤労者福祉サー
ビスセンターの平成28年度決算状況
及び平成29年度事業計画について
【商業・産業政策課】

地方自治法第243条の３第２項の規定によ
る報告。

了承

報第10号
専決処分事件の報告について（浄化
槽破損事故に起因する損害賠償事件
について）【廃棄物対策課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告 了承

報第11号
専決処分事件の報告について（家財
破損事故に起因する損害賠償事件に
ついて）【健康づくり推進課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告 了承

報第12号
株式会社焼津水産振興センターの平
成28年度事業報告及び平成29年度事
業計画について【水産振興課】

地方自治法第243条の３第２項の規定によ
る報告

了承

報第13号
専決処分事件の報告について（浄化
槽破損事故に起因する損害賠償事件
について)【廃棄物対策課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告 了承

焼154-122号
平成29年２月分例月出納検査結果報
告書

地方自治法第235条の２第３項の規定によ
る報告。

了承

焼154-28号
平成29年３月分例月出納検査結果報
告書

地方自治法第235条の２第３項の規定によ
る報告。

了承

焼154-29号
平成29年４月分例月出納検査結果報
告書

地方自治法第235条の２第３項の規定によ
る報告。

了承

焼154-43号
平成29年５月分例月出納検査結果報
告書

地方自治法第235条の２第３項の規定によ
る報告。

了承
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議員提出による議案
議案番号 議案名 議案の内容 審議結果

発議案
第４号

給付型奨学金制度の改善と学費負担
軽減を求める意見書

１．給付額は最低３万円以上とし、高い学
費の値下げにふみだすこと
２．成績要件等を緩和し、生活保護や住民
税非課税世帯、ひとり親世帯のみならず一
定所得のある世帯も対象にし、誰もが受け
られる制度へ改善すること
３．有利子奨学金を無利子に切りかえるこ
と。所得連動型返済制度や減免制度の拡
充、延滞金や保証人・保証料の廃止など若
者の生活を追いつめないよう返済方法を改
善すること
を求め意見書を提出する。

全会一致
原案可決

請願

請願
第１号

（仮称）ミニボートピア焼津設置事
業に関する請願

[請願事項]
（仮称）ミニボートピア焼津の設置につい
て、地元意見が整いましたので、市議会に
おいても御賛同いただけますよう請願しま
す。

賛成多数
採択

請願
第２号

焼津漁港（小川地区）に子育て・観
光に役立つ施設の建設を求める請願

[請願事項]
一、焼津漁港（小川地区）を活かし、近
海・沿海、深海魚介類の『深海水族館』の
建設を行うこと。
一、家族連れや小・中・高校生、また観光
客のために、地元水産物を活かした売店や
レストラン、黒はんぺん作りなどの体験が
できる『海の駅』の建設整備を行なうこ
と。
一、市は、上記の建設や整備を地域振興策
として位置づけ、国・県にも働きかけて積
極的に財政支援を行うこと。

閉会中
継続審査
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